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SSBJ ハンドブックは、サステナビリティ基準委員会（SSBJ）事務局が SSBJ 基準の利用者の便宜を考慮して作成した
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また、SSBJ ハンドブックに含まれる本文書は、公表日又は更新日現在のものであり、今後、更新する場合がある。 

期間調整を行う場合の合理的な方法の例 

20XX年 X月 X日公表 

目 的 

本文書の目的は、サステナビリティ関連財務開示（及び関連する財務諸表）の報告期間（以下

「サステナビリティ関連財務開示の報告期間」という。）と、指標（例えば、温室効果ガス排出量）の報

告のための算定期間との間に差異が生じ、期間調整を行う場合の合理的な方法の例を示すことを目的

としている。 

 

キーワード 

期間調整、合理的な方法、報告期間、指標の報告のための算定期間、温対法 

 

報告期間と指標の報告のための算定期間 

サステナビリティ関連財務開示は、関連する財務諸表に含まれる情報を補足し、補完するものである。

したがって、SSBJ 基準では、サステナビリティ関連財務開示は、関連する財務諸表と同じ報告期間を対

象とすることを要求している。 

サステナビリティ関連財務開示は、関連する財務諸表と同じ報告期間を対象としなければならない。ただ

し、当委員会が公表するサステナビリティ開示基準において別段の定めがある場合、当該定めが優先し

て適用される（適用基準案第 70項）。 

ここで、サステナビリティ関連財務開示の報告期間と、SSBJ 基準に従って開示される指標（例えば、

温室効果ガス排出量）の報告のための算定期間との間に差異が生じる場合、当該指標の報告のため

の算定期間について合理的な方法により期間調整を行い、サステナビリティ関連財務開示の報告期間

にあわせることとなる。 

なお、サステナビリティ関連財務開示の報告期間と指標の報告のための算定期間との間に差異が生じ

る場合でも、期間調整を行う前と後の情報（例えば、温室効果ガス排出量）の差異について、利用者

の意思決定に影響を与えるほどの重要性があるとはいえない限りにおいて、期間調整を行う必要はないと

考えられる。 

 

報告期間と指標の報告のための算定期間との間に差異が生じる場合 

サステナビリティ関連財務開示の報告期間と、指標の報告のための算定期間との間に差異が生じる場

合、当該指標の報告のための算定期間について合理的な方法により期間調整を行い、サステナビリティ

関連財務開示の報告期間にあわせることとなる。 

したがって、気候基準案第 46 項(1)に定める温室効果ガス排出について、気候基準案第 51 項た

だし書きに従い「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004 年）」（以下「GHG プロ

トコル（2004年）」という。）とは異なる方法（例えば、「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基
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づく「温室効果ガス排出量の算定・報告・公表制度」（以下「温対法」という。））により測定した温室

効果ガス排出量を報告することを選択し、かつ、サステナビリティ関連財務開示の報告期間と、温室効

果ガス排出量の報告のための算定期間との間に差異が生じる場合にも、合理的な方法により期間調整

を行い、報告期間に係る温室効果ガス排出量を算定することとなる（気候基準案BCX2項）。 

期間調整の方法についてはさまざまな方法が考えられるが、企業は、報告期間における当該企業の

活動を忠実に表現するように、期間調整のための合理的な方法を判断することとなる。 

 

設 例 

設例は、SSBJ 基準の定めについて理解を深めるために参考として示す一例であり、各企業の実情

等に応じて考慮事項は異なることに留意する。 

 

3 月決算のある企業の例 

1. 前提 

(1) A 社（3 月決算の有価証券報告書提出会社）は、X1 年 4 月 1 日から X2 年 3 月 31 日を

報告期間としてサステナビリティ関連財務開示を作成する。A 社は、有価証券報告書を X2 年 6

月 30日に提出する。 

(2) A 社は、サステナビリティ関連財務開示の公表承認日を X2年 6月 29日としている。 

(3) A 社は温対法の対象事業者（特定排出者）であり、A 社の事業所すべてが温対法上、個別に

報告が求められる事業所（特定事業所）である。A 社は、温対法に基づき、X１年 4 月 1 日か

ら X2 年 3 月 31 日を算定期間として、他人から供給された電気の使用に伴う CO2排出量につ

いて、A社の温対法上の報告期限である X2年 7月 31 日に報告することとしている。 

(4) A社は、気候基準案第46項(1)に定める温室効果ガス排出の測定にあたり、気候基準案第51

項ただし書きに従い、「GHG プロトコル（2004 年）」とは異なる方法（具体的には、温対法）に

より測定した温室効果ガス排出量を報告することを選択している。 

 

2. 期間調整の要否の検討 

(1) A社は、サステナビリティ関連財務開示の報告期間にあわせ、X1年4月1日から X2年 3月31

日に係る温室効果ガス排出量（CO2排出量）を報告することとなる。 

(2) 温対法に基づく CO2 排出量の算定期間がサステナビリティ関連財務開示の報告期間と一致する

ため、期間調整は不要になる。 

(3) 一方、A 社は、サステナビリティ関連財務開示の公表承認日の時点では温対法に基づく報告を当

局に行っていないため、温対法に基づく報告を待たずに X1 年 4 月 1 日から X2 年 3月 31 日に

係る CO2排出量を算定することになる。具体的には、X1 年 4 月 1 日から X2 年 3 月 31 日に

係る使用電力量に、当該活動量に対応する排出係数（気候基準案第69項）を乗じて算定す

ることが考えられる。 
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12 月決算のある企業の例 

1. 前提 

(1) B社（12月決算の有価証券報告書提出会社）は、X1 年 1月 1日から X1年 12 月 31日

を報告期間としてサステナビリティ関連財務開示を作成する。B社は、有価証券報告書をX2年3

月 31日に提出する。 

(2) B社は、サステナビリティ関連財務開示の公表承認日を X2年 3月 30日としている。 

(3) B 社は温対法の対象事業者（特定排出者）であり、B 社の事業所すべてが温対法上、個別に

報告が求められる事業所（特定事業所）である。B 社は、温対法に基づき、X0 年 4 月 1 日か

ら X1 年 3 月 31 日を算定期間として、他人から供給された電気の使用に伴う CO2排出量につ

いて、B社の温対法上の報告期限である X1年 7月 31 日に報告している。 

(4) また、X1年 4月 1日から X2 年 3月 31 日を算定期間として、他人から供給された電気の使用

に伴う CO2排出量について、B 社の温対法上の報告期限である X2 年 7 月 31 日に報告するこ

ととしている。 

(5) B社は、気候基準案第46項(1)に定める温室効果ガス排出の測定にあたり、気候基準案第51

項ただし書きに従い、「GHG プロトコル（2004 年）」とは異なる方法（具体的には、温対法）に

より測定した温室効果ガス排出量を報告することを選択している。 

 

2. 期間調整の要否の検討  

(1) B 社は、サステナビリティ関連財務開示の報告期間にあわせ、X1 年 1 月 1 日から X1 年 12 月

31日に係る温室効果ガス排出量（CO2排出量）を報告することとなる。 

(2) 温対法に基づく CO2 排出量の算定期間がサステナビリティ関連財務開示の報告期間と一致しな

いため、期間調整が必要になる。 

(3) 調整の方法としては、次のような方法が考えられるが、これらに限定されない。 

 

 使用電力量を用いる方法 

X1 年 1 月 1 日から X1 年 12 月 31 日に係る使用電力量に、当該活動量に対応する

排出係数（気候基準案第69項）を乗じて 12 か月分の CO2排出量を算定する。 

 

 当局に報告した CO2 排出量を一部用いる方法 

X1年1月1日から X1年3月31日に係る CO2排出量については、X1年7月31日

に当局に報告した CO2 排出量に含まれていることから、報告した数値から、月数又は月別の

使用電力量等に基づき3か月分のCO2排出量を見積る。なお、使用電力量の季節変動が

大きい場合には、月数よりも使用電力量に基づき見積る方が適切となることがあると考えられ

る。 
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X1年4月1日から X1年12月31日に係る CO2排出量については、X1年 4月1日

から X1 年 12 月 31 日に係る使用電力量に、当該活動量に対応する排出係数（気候基

準案第 69項）を乗じて 9 か月分の CO2排出量を算定する。 

 

SSBJ 基準の定めは、重要性がない項目に対して 

適用する必要はないことに留意する。 

 

以 上 


